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研究要旨 

 はじめに、諸外国における成人に向けた身体活動・座位行動指針策定・改訂の際に参照された座位行動と健

康アウトカムの関連について検討した前向きコホート研究の代表的なシステマティックレビューおよびメタ

アナリシスについて概観した。その結果、長時間の座位行動（主観的に評価した総座位時間あるいはテレビ視

聴時間、加速度計等により客観的に評価した座位時間）は、総死亡率、心血管疾患死亡率、心血管疾患発症率

および 2 型糖尿病発症率に悪影響を及ぼすことが明らかになった。また、弱いながらも座位行動とがん死亡

率の間にも有意な関連があることが示された。

次に、日本における座位行動と健康アウトカムの関連について検討した前向きコホート研究に関してシス

テマティックレビューを行い、現段階で得られた知見について整理を行った。結果として、19 編が該当論文

として選定された。主観的に評価した座位行動指標（総座位時間、テレビ視聴時間等）を用い、多岐にわたる

健康アウトカム指標が採用されており、概ね長時間の座位行動が種々の健康アウトカムに悪影響を及ぼして

いることが明らかとなった。一方、研究方法の質評価得点が低い研究も散見され、日本人を対象にした更なる

研究成果の蓄積が必要であることも分かった。

以上のことから、成人の場合、長時間の座位行動は総死亡率、心血管疾患死亡率、がん死亡率、心血管疾患

発症率、2 型糖尿病発症率を高めることが明らかになり、座位時間をできる限り最小限にとどめる必要性があ

るという科学的根拠は十分にあると考えられた。一方、現段階で成人に対して推奨すべき座位時間の閾値を

設定するためには科学的根拠は不十分であった。

Ａ．研究目的 

座位行動とは、「座位、半臥位または臥位の状態

で行われるエネルギー消費量が 1.5メッツ (代謝当

量) 以下のすべての覚醒行動」と定義されている

（1）。現状では、成人における座位行動 (たとえば、

一日の総座位時間) はかなり長いことが知られて

おり（2-3）、日本の成人の場合も例外ではないこと

が報告されている（4-5）。 

このような成人の座位行動と種々の健康アウト

カムとの関連について検討した前向きコホート研

究が諸外国を中心に数多く報告され、これらの研

究をまとめたシステマティックレビューやメタア

ナリシスも盛んに行われるようになってきた。近

年、日本においても、座位行動と健康アウトカムの

関連について検討した研究が散見されるようにな

り、少しずつではあるが成果が蓄積されつつある。 

このような状況を背景として、ここ 10 年の間に
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世界各国の身体活動指針が改訂されるタイミング

で、座位行動に関する指針が盛んに策定されるよ

うになってきた。2020 年に WHO により約 10 年ぶ

りに改訂された指針においても、新しい試みとし

てタイトルに「座位行動」を含め、座りすぎ対策に

積極的に取り組むことの重要性を強調している。

今後、日本人を対象にした座位行動指針を策定し

ていくためにも、この分野における先行研究の知

見を整理しておくことはきわめて重要である。 

本研究では、はじめに諸外国における成人の座

位行動と健康アウトカムとの関連について検討し

た前向きコホート研究に関する代表的なシステマ

ティックレビューおよびメタアナリシスから得ら

れた知見について整理することを試みた。次に、日

本の成人における座位行動と健康アウトカムの関

連について検討した前向きコホート研究の知見に

ついて整理するためにシステマティックレビュー

を行い、日本の成人を対象にした座位行動指針の

策定に向けた基礎資料を得ることを目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 

 

１．対象にした先行研究 

はじめに、諸外国で行われた成人の座位行動と

健康アウトカムとの関連について検討した前向き

コホート研究の代表的なシステマティックレビュ

ーおよびメタアナリシスから得られた知見を整理

するために、特に諸外国において身体活動・座位行

動指針を策定・改訂する際に参照されたシステマ

ティックレビューおよびメタアナリシスならびに

関連論文について文献データベースを用いて新た

に抽出し、それらの研究成果について概観した。 

 次に、日本における座位行動と健康アウトカム

の関連について検討した前向きコホート研究につ

いてシステマティックレビューを行うため、7 つの

文献データベース（ Pubmed, Web of Science, 

CINAHL，SPORTDiscus, PsycINFO, 医学中央雑誌, 

CiNii）を用いて、2000 年 1 月 1 日～2021 年 6 月 30

日に公刊された座位行動と健康アウトカムの関連

について検討した前向きコホート研究の検索を行

った。先行研究を参考に、ターゲット行動“sedentary 

behavior（座位行動）”、研究デザイン“prospective（前

向き）”、対象国“Japan（日本）”を AND で、除外

対象“child, adolescent（子ども、青年）”を NOT で

結合した検索式を用いた（各キーワードには複数

の類語を含む）。採択基準（18 歳以上の成人を対象、

日本語・英語による査読付き学術誌、1 つ以上の健

康アウトカム評価等）を基に、該当論文の採択可否

について判断した。その上で、各論文の概要 （対

象者、追跡期間、アウトカム指標，座位行動指標、

交絡因子、結果の概要）について整理した。また、

選定された論文に関する研究方法の質（内的妥当

性）についても評価を行った。 

 
２．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 
 
Ｃ．研究結果 

 
１．諸外国における成人の座位行動と健康アウト

カムに関する研究の代表的なシステマティックレ

ビューおよびメタアナリシスのまとめ 

 座位行動ならびにテレビ視聴時間と総死亡率、

心血管疾患死亡率、がん死亡率、2 型糖尿病発症率

の関連について検討した 34 の前向きコホート研究

を抽出し、統合した 1,331,468 人のデータを用いて

システマティックレビューおよびメタアナリシス

を行い、身体活動量を調整した上での量反応関係

を推定している（6）。その結果、総座位時間と総死

亡率ならびに心血管疾患死亡率については有意な

非線形の関連があったが、がん死亡率には有意な

関連がなかったことを明らかにしている。また、2

型糖尿病発症率については総座位時間と有意な線

形の関連があることを報告した。テレビ視聴時間

についても、総死亡率ならびに心血管疾患死亡率

との間には有意な非線形の関連が認められた。さ

らに、テレビ視聴時間とがん死亡率および 2 型糖

尿病罹患率については有意な線形の関連がみられ

た。結論として、総座位時間およびテレビ視聴時間
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は、身体活動量と独立して、主要な慢性疾患の転帰

リスクと関連しており、総死亡率および心血管疾

患死亡率については、総座位時間が 1 日 6～8 時間、

テレビ視聴時間は 1 日 3～4 時間が閾値であり、そ

れ以上の時間では転帰リスクが上昇することを示

唆している。 

 また、心血管疾患死亡率、がん死亡率に着目し、

座位行動との関連について検討した 9 つの前向き

コホート研究から統合した 850,060 人のデータを

用い、身体活動量を 4 分位に層化した上で座位行

動の影響についてシステマティックレビューなら

びにメタアナリシスを行った研究もある（7）。心血

管疾患死亡率に関して、身体活動水準が極めて低

い層［<2.5 メッツ・時／週（<5 分／日）］では、総

座位時間が4時間未満の成人に比べて、4～6時間、

6～8 時間、8 時間以上と多くなるにつれてリスク

が 9～32％高くなり、量反応関係がみられることを

明らかにした。しかしながら、他の身体活動水準の

層［16 メッツ・時／週（25～35 分／日）および 30

メッツ・時／週（50～65 分／日）］では、総座位時

間が 8 時間以上の成人のみが 4 時間未満に比べて

有意にリスクが高く、身体活動水準が極めて高い

層［>35.5 メッツ・時／週（60～75 分／日）］では

座位行動の影響が認められなかった。テレビ視聴

時間についても、総座位時間と同様の傾向であり、

身体活動水準が極めて低い層のみにおいて量反応

関係がみられており、テレビ視聴時間の増加に伴

いリスクが 3～59％高くなっていた。また、身体活

動水準が極めて高い層では有意な関連はみられな

かった。一方、座位行動とがん死亡率に関する結果

については概して両者の関連は弱く、身体活動水

準が極めて低い層のみにおいて、総座位時間が増

加するにつれてリスクが 6～21％高くなることが

明らかになった。 

 さらに、座位行動と総死亡率の関連について検

討した 16 の前向きコホート研究 1,005,791 人のデ

ータを統合し、身体活動水準を層化した上で両者

の関連についてシステマティックレビューおよび

メタアナリシスを行っている（8）。身体活動量を 4

分位（<2.5 メッツ・時／週、16 メッツ・時／週お

よび 30 メッツ・時／週、>35.5 メッツ・時／週）に

層化し、総座位時間の差異（<4 時間／日、4～6 時

間／日、6～8 時間／日、>8 時間／日）およびテレ

ビ視聴時間の差異（<1 時間／日、1～2 時間／日、

3～4 時間／日、>5 時間／日）による総死亡リスク

について検討した。結果として、総座位時間に関し

ては、身体活動水準が極めて高い層においてのみ、

総死亡率に対する座位行動の影響が相殺されてお

り、他の身体活動水準ではリスクが有意に高いこ

とが示された。また、テレビ視聴時間について、1

日 3 時間以上の成人は、極めて身体活動水準が高

い層を除いて、身体活動水準に関係なく総死亡リ

スクが上昇し、テレビ視聴時間が 1 日 5 時間以上

の成人でのみ死亡率が有意に上昇していた。以上

のことから、1 日あたり中強度以上の身体活動を 60

～75 分程度とかなり高い水準で実施することがで

きれば、総死亡率に対する座位行動のリスクをほ

ぼ相殺できる可能性があることが示された。 

 近年、加速度計等により客観的に評価した座位

行動と総死亡率の関連について報告した 8 つの前

向きコホート研究のシステマティックレビューお

よびメタアナリシスも報告されている（9）。統合し

た 36,383 人のデータを用いて両者の関連について

総座位時間を四分位（<2.5 メッツ・時／週、16 メ

ッツ・時／週および 30 メッツ・時／週、>35.5 メッ

ツ・時／週）に層化して検討した結果、極めて座位

行動が少ない層に対するハザード比（95％信頼区

間）は、順に 1.28（1.09-1.51）、1.71（1.36-2.15）、

2.63（1.94-3.56）となり、両者について有意な非線

形の関連があることが分かった。 

 座位行動と心血管疾患発症率および 2 型糖尿病

発症率との関連について検討した 9 つの前向きコ

ホート研究のシステマティックレビューおよびメ

タアナリシスも行われている（10）。448,285 人のデ

ータを統合して分析を行った結果、心血管疾患発

症率（HR=1.29, 95%CI=1.27-1.30）および 2 型糖尿

病発症率（HR=1.13, 95%CI=1.04-1.22）ともに、身

体活動とは独立して総座位時間が長くなるほどリ

スクが高くなることが明らかになった。 
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２．日本における成人の座位行動と健康アウトカ

ムに関する前向きコホート研究のまとめ 

 抽出された論文の整理・精読の結果、19 編が該

当論文として選定された（11-29）。研究方法の質評

価得点にはかなりのばらつき（6～11 点/14 点満点）

がみられた。対象者については、高齢者を対象とし

た報告が 2 編、就業者を対象とした報告が 2 編、女

性のみを対象としている報告が 3 編、その他は中

高年層（35～79 歳）を対象としていた。また、5 万

人を超す大規模コホート研究からの報告が 14 編

（ Japan Collaborative Cohort Study; Japan Public 

Health Center-based Prospective Study; Japan-Multi-

Institutional Collaborative Cohort Study）、1,000～5,000

名の追跡報告が 3 編、500 名以下は活動量計による

客観的な座位行動評価を採用している 1 編のみで

あった。追跡期間は、10 年以上の報告がそのほと

んどを占め、5 年未満の報告は 3 編のみであった。

また、1 編を除く全ての研究で座位行動が主観的に

評価されており、そのうち 10 編がテレビ視聴時間、

4 編が仕事中の座位時間、5 編が総座位時間、1 編

が場面別の座位時間を座位行動指標としていた

（重複あり）。報告された健康アウトカム指標は、

死亡率（総、大腸がん、肝臓がん、冠動脈疾患、脳

卒中、慢性閉塞性肺疾患、肺動脈塞栓症）および発

症率（全がん、12 種がん、要介護認定、2 型糖尿病、

メタボリックシンドローム、抑うつ、疲労）であっ

た。座位行動指標との関連は、検討されているほと

んどの健康アウトカムで認められていたが、部分

的な関連が大半を占めた（参照群と座位時間がも

っと長い群のみに有意差あり、1～2 時間増加との

関連のみに有意差あり、層化分析のみ有意差あり

等）。さらに、総座位時間、テレビ視聴時間、仕事

中の座位時間いずれにおいても、採用されている

区分やカットオフ値にばらつきがあることに加え

て、傾向（トレンド）検定を実施していない研究も

あった中で、明確な量反関係や傾向（トレンド）に

ついて方向づけることは困難であった。また、採用

している座位時間の評価尺度の妥当性や信頼性の

確認がなされていないもの、分析方法が不明瞭な

もの、交絡因子の検討が不十分なものも散見され

た。 

 
Ｄ．考察 

 

１．本研究から得られた知見 

 本研究では、諸外国で行われた成人を対象にし

た座位行動と健康アウトカムとの関連について検

討した前向きコホート研究に関する代表的なシス

テマティックレビューおよびメタアナリシスから

得られた知見について整理を行った。その結果、座

位行動と総死亡率、心血管疾患死亡率、心血管疾患

発症率、2 型糖尿病発症率の関連について、座位行

動が多いほどこれらの健康アウトカムに悪影響を

及ぼすことは明らかであり、がん死亡についても

他のアウトカムに比べて関連性は弱いものの座位

行動が多いほどリスクが高くなることが分かった。

また、日本において行われた成人の座位行動と健

康アウトカムの関連に関する前向きコホート研究

のシステマティックレビューから、研究数が少な

いながらも長時間の座位行動が種々の健康アウト

カムに悪影響を及ぼしていることが報告されてい

た。以上のことを踏まえると、現段階において、成

人における座位時間をできる限り最小限にとどめ

る必要性があるという科学的根拠は十分にあると

考えられた。しかしながら、諸外国および日本にお

ける成人の座位行動と健康アウトカムの関連につ

いて検討した前向きコホート研究では、研究によ

って採用している座位行動指標やカットオフ値の

差異、傾向（トレンド）検定の採用の有無などから、

明確な量反応関係や明らかな効果が認められる閾

値といったことに言及するには至らないことが明

らかとなった。そのため、現段階では推奨すべき座

位時間の閾値を設定するには更なる研究成果の蓄

積が必要であると考えられた。 

 

２．次回の改定に向けた課題 

場面別の座位行動（余暇、移動、仕事等）や座位

行動パターン（バウト、ブレイク等）と健康アウト

カムの関連について、カナダの 24 時間行動指針を

策定する際に、これまでに行われた成人の座位行
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動と健康アウトカムに関する 18 編のシステマティ

ックレビューを概観している（30）。その結果、特

定の場面での座位行動や座位行動パターンと種々

の健康アウトカム（たとえば、認知機能、抑うつ、

身体機能、健康関連 QOL 等）との関連は認められ

るものの、どのような場面、どのようなパターンの

座位行動が健康アウトカムに対して最も悪影響を

及ぼすのか、あるいは特定の健康アウトカムと関

連を有するのかについては、現段階で結論付ける

ための科学的根拠は十分ではない状況である。一

方、日本の研究では、報告されている健康アウトカ

ムはがん死亡やがん発症が多く、心血管疾患や代

謝性疾患など、他の生活習慣病や介護予防に関連

した心身機能（運動器の機能、認知機能、日常生活

動作等）についての報告は少ない現状にあること

が分かった。日本における急速な高齢化を鑑みる

と、今後はより多岐にわたった健康アウトカムと

の検討が望まれる。加えて、中高強度の身体活動と

は独立した座位行動の健康リスクに注目が集まり

始めた 2000 年以前に開始された前向きコホート研

究からの報告が大半を占めていることから、十分

な妥当性や信頼性が示されいない座位行動指標が

使用されていること、各報告によって採用されて

いる交絡因子にばらつきが大きいこと、客観的な

座位行動指標を採用している報告がほとんどない

ことなどの課題も挙げられた。そのため、今後は日

本人を対象に座位行動と健康アウトカムの関連に

ついて質の高い研究手法（たとえば、客観的・主観

的評価に基づく座位行動指標の採用等）に基づい

た前向きコホート研究を積極的に行い、さらなる

研究成果を蓄積していく必要がある。

Ｅ．結論 

成人の場合、長時間の座位行動は総死亡率、心血

管疾患死亡率、がん死亡率、心血管疾患発症率、2

型糖尿病発症率を高めることが明らかになり、座

位時間をできる限り最小限にとどめる必要性があ

るという科学的根拠は十分にあると考えられた。

一方、現段階で成人に対して推奨すべき座位時間

の閾値を設定するためには科学的根拠は不十分で

あった。

Ｆ．健康危険情報 

なし。
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